
 

 

 

高校生等奨学給付金 事務処理手引き （第１２版） 

～福岡県外用～ 

 本事務処理手引きは、「高校生等奨学給付金」の制度の概要及び支給に関する事務処理の

手順等について記載したものです。本制度の趣旨を理解いただき、制度の周知及び生徒・

保護者等の手続きい御協力を賜りますようお願いいたします。可能な限り、学校を経由し

て申請書等を提出いただきますようご協力お願いします。 

 

                                         令和７年５月           

福岡県人づくり・県民生活部 

私学振興・青少年育成局私学振興課 
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（以下別添） 

５ 資料 
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【お問合せ先】 

〒８１２－８５７７ 

（※県庁専用郵便番号、住所記載不要） 

福岡県人づくり・県民生活部私学振興・青少年育成局

私学振興課修学支援係  

 電 話：０９２－６４３－３１３９ 

 ＦＡＸ：０９２－６４３－３１３５ 

 メール：shigaku-hojo@pref.fukuoka.lg.jp 

 

 

http://gyocomi.pref.fukuoka.jp/cgi-bin/dneo/zwmljs.cgi?_=1747020616325


 

 

１ 本制度の周知 

 

・「高校生等奨学給付金」は、別添「募集要項」に記載する「対象となる世帯」の保護者等

に支給されます。 

  詳細は、支給要綱第３条及び支給要領第１、第２に規定しています。 

 

・基本的に高等学校等就学支援金（新制度）の収入状況の届出において、生活保護法（昭 

和２５年法律第１４４号）第３６条の規定による生業扶助が行われている世帯、又は、 

保護者等全員の道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税である世帯に支給され 

ます。 

 

・授業料が免除されているため、高等学校等就学支援金の受給資格認定を受けていない生

徒であっても、「対象となる世帯」であれば支給されます。 

 

・貴校生徒の保護者等に対し、本制度の周知をお願いします。 

 

・周知に当たりましては、別添「制度の概要チラシ」を御活用ください。 

 

・また、福岡県庁ホームページにも情報を掲載しております。 

  トップページ >教育・文化・スポーツ > 学校教育 > 私立学校 

  （https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/h26-shogakukyuhukin.html） 

   

・なお、保護者等が福岡県外に在住する生徒につきましては、保護者等が在住する都道府

県に申請する制度となっており、各都道府県において制度の詳細が異なります。 

 

 

２ 申請書等の受領及び県への送付 

 

・申請者一覧は書面での送付及び電子メールでのデータ送信をお願いします。 

 

・令和７年度の提出締切は以下のとおりです。（締切厳守） 

①新入生に対する一部給付の早期化：６月１３日（金） ※家計急変含む 

②通常申請分：８月２９日（金） 

※秋入学など７月以降に入学することが定められている学校の入学者及び締切までに

提出ができなかった保護者等のため、１１月２８日（金）まで受け付けます。 

③家計急変：令和８年２月２７日（金） 

※家計急変した時期によっては、給付金額が月割りとなります。 

 

○必要書類 

【通常申請】 

※家計急変の場合は、通常申請時の必要書類に加えて、家計急変後の保護者等の収入状

況が確認できる書類が必要です。詳細は次ページを御確認ください。 

 

全世帯共通 

・高校生等奨学給付金支給申請書 

 ※保護者等の負担軽減のため、「学校名」や「学校の所在地」欄等については、学校で入

力の上、保護者等に配付していただいて構いません。なお、「学校の種類・課程等」欄

については、学校に御提出いただく奨学給付金申請者一覧と同様のリストから選択で

きるようになっておりますので、該当するものを選択の上、配付してください。 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/h26-shogakukyuhukin.html


 

 

・振込口座登録申出書 

（注意：口座名義人の対象は、原則、奨学給付金の申請者又は生徒本人のみです。） 

 ※金融機関、口座番号、口座名義人（カタカナ）が分かる通帳（見開き部分）の写し等

の添付が必要です。（ネットバンキング等の通帳がない口座を給付金支給口座に指定す

る場合は、口座情報が記載された書類を提出してください。） 

※申請後に振込口座に変更（名義変更・解約・凍結等）が生じた場合は、給付金の支給

ができませんので、速やかに御連絡ください。（学校から保護者等への通知文書にも併

せて記載していただきますようよろしくお願いします。） 

・在学証明書 

 ※原則、当課が送付する様式を使用していただきますようよろしくお願いします。 

 ※学校を経由せず申請書等を郵送する場合は、在学証明書の添付が必要です。 

 （例年、在学証明書の添付漏れが散見されますので、学校より周知していただく際には、

併せて周知を徹底していただきますよう御協力お願いします。） 

 

区分に応じて必要な書類 

◇Ａ.生活保護受給世帯（生活保護受給世帯であって高校生等本人に係る生業扶助を受給し

ている世帯） 

 ・生業扶助の措置状況が分かる証明書 

  ※７月１日時点の生業扶助の措置状況が確認できる証明書の添付が必要です。 

  ※必ず基準日以降に発行するよう、保護者等への周知をお願いします。 

   なお、基準日より前に保護者等に通知いただく場合には、通知文書に注意事項とし

て記載する等、ご協力をお願いします。 

◇Ｂ.道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税である世帯 

 ・令和７年度住民税所得割が非課税であることが確認できる書類 

  ※原則、課税証明書又は非課税証明書のみ提出書類として認めます。 

◇Ｃ.専攻科の生徒であり、①道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税である世帯、

②道府県民税所得割及び市町村民税所得割の合算額が１０５，５００円未満である世

帯、③道府県民税所得割及び市町村民税所得割の合算額が２６４，５００円未満であ

り扶養する子が３人以上いる世帯 

・令和７年度住民税所得割が確認できる書類 

※原則、課税証明書又は非課税証明書のみ提出書類として認めます。 

・個人対象要件証明書 

  ※専攻科修学支援金と同様に、作成をお願いします。 

 

○新入生に対する一部給付の早期化（希望者のみ） 

 ・添付する資料は、８月２９日締切分と同様の書類です。 

  ただし、基準日を全て４月１月現在としますので、（非）課税証明書は令和６年度（令

和５年１月～令和５年１２月の収入を反映したもの）の提出が必要となります。 

また、生活保護受給証明書は４月１日時点で生業扶助の受給状況が確認できるものと

なります。（通常申請同様、基準日以降に発行されたものを提出してください。） 

・４～６月分の申請となりますので、支給年額の１／４を支給します。 

・７～３月分を申請するには、再度７月１日時点の書類を提出する必要があります。 

 

【家計急変】 

・住民税が課税されているが、災害等により収入が減少し、非課税世帯に相当する世帯

が対象です。 

※家計急変の場合は、下記の書類に加えて、通常申請時の必要書類が必要です。詳細

は前ページを御確認ください。なお、家計急変の理由に関わらず、通常（早期）申



 

 

請と同じ課税年度の課税証明書の提出が必要となります。 

 ・家計急変の申請先は、申請日の属する月の翌月（申請日が１日である場合は当該月）に

保護者等が在住している都道府県となります。 

全世帯共通 

・家計急変後の保護者等全員の収入の状況が確認できる書類 

  （参照：申請書別添の「家計急変対象者であることの証明書類一覧表」） 

    ※家計急変した方以外に保護者等がいる場合、その方の収入状況に関する書類の提出も必要となり

ます。 
※自営業者等、確定申告が必要な所得のある方については、申請書別添の収入状況申告書を提出し 

てください。（税理士等が作成した残高試算表等の書類や、会計ソフト等で出力した書類がある 

場合は、その書類を提出していただいて構いません。） 

※定年退職や自己都合の離職については家計急変の対象外です。 

（自己都合退職については、申立書の内容を踏まえ個別に判断しますので、申立書には家計急

変の内容を詳細に記載してください。また、その内容を証明する書類がある場合は、併せて提

出してください。） 

         なお、家計急変事由が離職である場合、又は申請時点で無職である保護者等について、就職が確

定している場合は、その時期について必ず記載してください。 

・申立書 

   ※家計急変事由等を確認するための書類です。 

 ・家計急変対象者であることの証明書類一覧表 

   ※審査において家計急変の確認書類を照合する際に使用します。 

    保護者等がチェックの上、併せて提出をお願いします。 

・支給額について 

(1)在校生の場合 

 ※令和７年１月１日～令和７年１２月３１日の間に家計が急変した世帯が対象です。 

    ⅰ) ７月１日までに家計急変が発生した者 

     →年額を支給 

    ⅱ) ７月２日以降に家計が急変した者 

→急変日に応じた月割り額を支給 

①急変日が２日以降：年額×（翌月～令和７年３月までの月数÷１２か月） 

 ②急変日が１日  ：年額×（当月～令和７年３月までの月数÷１２か月） 

(2)新入生早期の場合 

令和６年１月１日～令和７年４月１日までに急変した世帯が対象です。 

対象となった場合は、該当する区分の年額の４分の１を支給します。 

令和７年４月２日以降に家計が急変した場合は、(1)在校生の場合を御確認ください。 

提出期限は６月１３日（金）です。（締切期限厳守） 

 

・収入基準について 

確認書類をもとに、家計急変発生後１年間の年収を推計し、所得割合算額の見込が非課

税の世帯に該当するか判断する。 

＜所得割合算額が非課税相当の世帯の年収目安＞ 

世帯構成 年収目安 

３人世帯 2,216,000 円未満  

４人世帯 2,716,000 円未満  

５人世帯 3,216,000 円未満  

※年収は目安のため、該当していても対象外となる場合があります。 

 

 



 

 

・年収見込額の推計等 

・災害などに起因しない離職（定年退職など）は、家計急変の対象とはしない。 

・収入見込額には退職金等の一時的な所得のほか、失業手当や傷病手当等の非課税所得

は含めないものとする。 

・会社作成の給与見込等がなく、給与月額等で年収を推計する場合は、次の計算方法に

よるものとする。 

原則として、（３か月の平均給与月額×12月）＋賞与（見込）額 

 

【学校指定の制服が災害等により毀損・喪失し、再購入の必要が生じた場合の奨学給付金

の加算について】 

・学校が着用を義務付けている制服を令和７年１月１日以降に発生した災害等により喪

失・毀損し、再度、制服の購入が必要となった場合、当該災害等につき１回に限り、８

１，０００円を年間の支給額に加算することができます。 

・加算分の基準日については、災害等が発生した日が７月２日以降の場合にあっては、申

請のあった月の翌月（災害等が発生した日が申請のあった月の１日の場合は、申請のあ

った月）の１日となります。 

・加算対象となる要件は、①通常申請が住民税所得割非課税世帯（又は家計急変世帯）の

支給対象であること、②加算分の基準日時点で生活保護（生業扶助）受給世帯でないこ

と、の２点を満たしていることとなります。 

・通常申請時点と保護者等が異なる場合は、再度その保護者等で審査を行う必要がありま

す。 

・該当する生徒が発生した場合は、都度当課宛てにお問い合わせください。 

 

３ 支給決定通知書の送付 

 

・県で審査した結果、振込予定日を記載した支給決定通知書（又は不支給決定通知書）を

送付しますので、生徒の保護者等へ送付していただきますようお願いします。 

 

・支給決定通知送付後、県から生徒の保護者等へ給付金を振り込みます。 

 

・代理受領の場合、給付金は原則、高等学校等就学支援金と同様の口座に振り込みます。

給付金を代理受領した場合は、速やかに当該年度の授業料以外の教育に必要な経費（教

科書費、教材費、学用品費、通学用品費、教科外活動費、生徒会費、ＰＴＡ会費、入学

学用品費、修学旅行費等）と相殺を行い、相殺通知書により保護者等に通知していただ

きますようお願いします。 

 

・なお、生活保護受給世帯については、代理受領において相殺を行う際に、生活保護にお

ける生業扶助（高等学校等就学費）で措置される経費と重複しない授業料以外の教育に

必要な経費（修学旅行費等）と相殺を行うよう御留意ください。 

 

４ 対象となる生徒の例外 

【支給対象】 

 (1) 福岡県私立高等学校等学び直し支援金の対象となる者 

(2) 秋入学など７月以降に入学することが定められている学校の入学者 

この場合の内容審査は、７月１日現在の在籍状況ではなく当該入学時の在籍状況に      

より確認します。 

(3) ７月１日現在、休学していたが年度内に復学した者 

   この場合の内容審査は、７月１日現在の在籍状況ではなく復学時の状況により確認

します。 

 



 

 

【支給対象外】 

 (1) 「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について（平成１１年４月３

０日厚生省発児第８６号）」による措置費等の支弁対象となる高校生等であって、見学

旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の高校生等を除く）が措置されている者 

   ※未成年者の本人申請があった場合、里親の有無及び施設入所の有無を問い合わせ

ますので、その内容について学校にて記載していただく等、事前の御協力を賜り

ますようよろしくお願いします。（生徒本人の記載では適切な書類とみなしません

ので御注意ください。） 

(2) 他の都道府県又は教育委員会が支給する奨学のための給付金の支給対象となった者

(3) 保護者等の中に、対象年度の１月１日時点で海外に居住しており、住民税の課税情   

報が取得できない者がいる場合 

 

【注意事項】 

(1)  道府県民税所得割額又は市町村民税所得割額の税額更正があった場合 

増額の場合…高校生等奨学給付金の対象ではなくなるため、支給済みの場合は返 

            還となります。 

減額の場合…申請期間内に申請があれば高校生等奨学給付金の対象となります。 

申請期間後に申請があった場合は、本県がやむを得ない理由がある 

と認める場合に、支給の対象となります。 

(2) 支給対象外の者から申請がなされた場合 

    支給対象外の者は申請する必要はありませんが、学校に提出がなされた場合は、県

へ送付していただきますようお願いします。 


